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研究成果の概要（和文）：国土地理院による『電子国土 Web システム』を用い、インターネッ

トブラウザ上から海岸線の環境脆弱性指標情報を書き込み、関係者間で共有できるシステム構

築を行った。また、サハリン・オホーツク海沿岸で行われている石油・天然ガスガス開発の進

捗より、宗谷岬を航行するタンカーや危険物積載船舶の動向を把握するために船舶自動識別装

置から送信される電波を受信するための受信局を設置し、GIS や自前で構築したプログラムを

用いて同海域の船舶航行密度や行き先等の解析を可能すると同時に、同海域の船舶航行の実態

を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：An interactive ESI (Environmental Sensitivity Index) Mapping system which
enables to share information among stakeholders has been developed by using “Denshi Kokudo Web
System” provided by Geological Survey of Japan. Also, according to the progress of Sakhalin Oil and
Natural Gas Developing Projects, an AIS (Automated Identification System) receiving station has been
installed at Soya Point. Collected data have been analysed with GIS and original programs, and then
navigation of tankers loaded hazardous material, status of congestion, density and their destinations have
been made clear.
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１．研究開始当初の背景

(1)サハリン沖石油・天然ガス開発の進捗
研究開始当時、北海道近傍のサハリン沖

で大規模な石油・天然ガス開発中、サハリ

ンⅠ・Ⅱプロジェクトが最終段階となり、

数年以内に本格的な生産が開始される段

階となっていた。主な消費地としては、日

本・米国・韓国、中国、台湾などのアジア

諸国が予想され、大型タンカーの日本近海

における航行頻度の増大が油流出事故発

生のリスク上昇を招くことは避けられな

い状況にあった。
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(2)事故対策立案の必要性

タンカー事故が発生した場合、開発が行

われている地域の特性上、汚染が複数の国

に及ぶいわゆる「越境汚染」を起こすこと

は間違いなく、日・中・韓といった関係国

の連携した油汚染防止対策の早急な立案

が望まれていた。

２．研究の目的

(1)越境汚染対策
大規模な油流出事故が発生した場合、洋上

回収を可能な限り行ったとしてもほとんど
の場合、沿岸への油漂着は避けられない。ま
た、その除去（防除）作業や清掃作業は、危
険を伴うと同時に、膨大な手間と労力に加え、
大量の廃棄物を生み出す。

一方、海岸線に漂着した油は、砂浜・礫浜・
コンクリート護岸といった海岸線の類型毎
に大きく異なることが知られ、漂着した油の
防除活動は、この特性を十分に考慮して作成
する必要があることは論を待たない。さらに、
油流出事故が発生した際の汚染が複数国間
にまたがる場合、国際的に協調した防除作業
が求められることも言うまでもない。そこで、
国際間で共通して利用可能な ESI マップの仕
様と実際に地図を地理情報共通基盤による
WebGIS 上に実装するための仕組みの構築を
行う。

(2)事故発生抑止策
事故の発生自体を完全に抑止することは

不可能であるが、AIS（船舶自動識別装置）
により、ある海域を航行する船舶の動向を把
握し、危険な交差等が発生しているエリアを
特定し、その航行を制御することで事故の発
生確率を大幅に減らすことが可能なことが
フィンランド等の事例から明らかとなって
いる。そこで、宗谷岬の先端部に AIS 受信装
置とデータ保存用パソコンを設置し、得られ
たデータを解析することで、危険を分散化さ
せるための方策を検討する。

３．研究の方法

(1)越境汚染対策としての ESI マップの作成
ESI 地図については、基本的には米国

NOAA により策定されたガイドラインが全
世界的に用いられているが、海岸線管理は国
毎に手法が異なるため、各国毎の共通点と相
違点を明らかにする必要がある。そのため、
ロシア、中国・韓国・台湾といった日本近隣
の関係国の関係者・専門家を集め、仕様の策
定を行う。

(2)AIS データの受信および解析
AIS により把握された船舶の動向およびそ

のデータに基づく危険度解析（リスクアセス
メント）は、他国の了解を含む事例は、日本
には、これまでにその実績がほとんどない。
そこで、既にこのデータに基づき、IMO 勧告
により自国周辺海域において船舶航路の分
離により整流等の対策を進めているフィン
ランド・エストニアの専門家の協力も得て、
データの解析を行う。

４．研究成果

(1)WebGIS を用いた ESI 地図作製システム
ESI 地図については、国土地理院によりサ

ービスが提供されている地理情報共通基盤
の一つである『電子国土』上に海岸線の脆弱
度ランキング、人間利用、野生生物の生息域
といった情報を連携研究者の濱田研究員の
協力の下、インターアクティブに書き込み、
その結果を即座にネットワーク上で共有可
能なシステムの開発に成功した。また、ESI
に関連した情報の標準化や地理データを扱
うための国際会議を 2008 年 8 月 20～22 日、
中国・韓国・台湾・フィンランド・ロシア・
アメリカからそれぞれ専門家を招いたワー
クショップを開催した。写真１にその会議の
模様を、また、図１に『電子国土』と WebGIS
に ESI 地図作製システムを示す。なお、図に
示した部分は日本の沿岸域部分であるため
日本語の表記を行っているが、基本的に文字
コードに UTF-8 を用いることができるため、
どの言語にも対応することが可能である。

写真１ ESI 地図作成に関する国際ワーク
ショップ（会場：星稜女子短期大学）

図１ 稼働した ESI 地図作製システム
(http://geo-quick.jp/ESI)



(2)事故抑止策
船舶から送信されるAISの受信については、

平成 20 年 10 月に宗谷漁業協同組合のご厚意
により、同組合宗谷岬支所（北緯 45 度 31 分
7 秒、東経 141 度 56 分 33 秒、高さ約 15m）
の位置に写真２に示すとおり、受信専用アン
テナを設置し、信号の受信を開始すると同時
に、写真３に示す受信装置およびデータ保存
用パソコンにより、データの保存を開始した。

写真３ 宗谷漁協宗谷岬支所の屋上に設置
した AIS 受信アンテナ

写真４ 同支所に設置したAIS受信機および
データ保存用パソコン

これらの装置により、一時的なデータ保存
用パソコンの不調等により一部にデータの
欠損は見られるものの、ほぼ順調に信号の受
信およびデータの保存が可能となった。また、
得られたデータを地理情報システム上で解
析を行い、同海域を航行する船舶の１）種類、
２）行き先、３）大きさ、また、その時点に
おける方向や速度といった情報を得ること
が可能となった。図２に受信したデータの状
況（デコード後）を示す。

得られたデータを解析することにより、宗
谷岬からサハリン・クリリオオン岬、さらに
サハリンⅡプロジェクトのタンカーローデ
ィングユニットが建設されたプリドノゴエ
近傍までの範囲のデータ解析が可能となっ
た。また、GIS を用いて任意のサイズのメッ
シュに区切り、一定時間内のメッシュ内の航
行回数から船舶が航行する頻度をそのメッ
シュ毎に求めたところ、図３に示したとおり、
特に二丈岩を挟んで北西及び南西の２カ所
に特に船舶航行密度がエリアあることや、短
時間にタンカーが交差したりする状況がた
びたび発生していること等が明らかとなっ
た。さらに、また、2008 年から 2010 年にか
けてのデータを用い、宗谷岬とクリリオン岬
を直線で結び、その直線を 5km の間隔に区切
り、船舶が西から東、東から西のいずれの方
向に航行しているかを調べた結果、図４に示
したとおり、十分な整流（分離）が行われて
いるとは言えず、船舶が衝突を起こす潜在的
な危険性があることが明らかとなった。

AIS から得られるデータの解析手法やそれ
に基づく航行安全対策について、国際間に協
調したルールを適用している先進的な事例
と し て 、 フ ィ ン ラ ン ド 湾 に お け る
GOFREP(Gulf of Finland Report)が知られてい
る。そこで、GOFREP はフィンランド・エス
トニア・ロシアが協調して実施されているた
め、この三ヶ国の関係者およびサハリン産原
油・天然ガスの消費国一つである台湾から専
門家を招き、地元の漁業関係者や自然保護団
体の関係者等を加えたワークショップを北
海道網走市にて 2009 年 9 月 4 日～6 日の 3 日
間、開催した。写真５にその模様を示した。

写真５ 網走市で開催した国際ワークショ
ップ（会場：網走市漁業協同組合）

(3)まとめと今後の展開
国際間で情報共有が可能な ESI マップの仕

組みが構築できたこと、また、宗谷岬周辺の
航行実態の解明ができたことで、本研究はほ
ぼ所期の成果を上げたことができると考え
られ、また、北海道オホーツク沿岸域の漁業図２ デコード後の AIS 信号



関係者の油流出事故に対する懸念にもある
程度応える研究成果が得られたものと考え
る。

図３ 宗谷海峡周辺海域をメッシュに区切
り同一メッシュ内の船舶の航行密度を
示した図。二丈岩の南西および北西部
に特に航行密度が高い場所が存在する。

図４ 宗谷岬からサハリン岬の間を約 5km
の間隔に区分し、その区間内を船舶が
どちら向きに航行しているかを解析し
た例。同じ区画内で西から東へ向かう
船舶と東から西へ向かう船舶とが共用
しており、船舶同士が潜在的に「正面
衝突」を起こす可能性があることがわ
かる。

また、本研究を締めくくる意味で、2010 年
3 月に連携研究者の濱田研究員と共にフィン
ランドの海事安全を担当する交通局（Finnish
Transport Agency）、Kymenlaakson 応用科学大
学、VTT 国立技術研究所、エストニア・Tartu
大学等を訪問し、船舶の航行頻度解析と事故
発生確率等についての協議を行った。

そこで船舶の衝突確率については現時点
で方法論が完全に確立された状況にはなく、
本研究の推進過程で提案された手法が国際
的な標準となり得る可能性が本研究の最終
取段階で明らかとなった。そのため、今後も
国際的に知見を集積し、新たな方法論を築く
必要があることは論を待たない。また、新た
なリスク評価手法については、フィンランド
湾沿岸国だけではなく、バルト海沿岸国の関
係者も注目しており、EU に運営されている
ホームページ上にも関連研究が紹介される
こととなった。加えて、油流出対策は市民の

関心も極めて高く、フィランド訪問時の我々
の活動が地元の新聞に大きく報道された。そ
のホームページを図５に、新聞記事を図６に
示した。
最後に本研究を常に「縁の下の力持ち」と

して長期間にわたり支えてくれた菊井美香
さん、連携研究者として最後まで惜しまず努
力をしてくれた濱田誠一博士、この２名の協
力なしに本研究は一歩たりとも進めること
ができなかった。ここに記して心より感謝す
る。

図５ EfficenSea(EU)プロジェクト

図６ Kymen Sanomat 紙に掲載された記事
（2010 年 3 月 4 日掲載
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